
はじめに

筆者は、建学史料室の兼任研究員を務めながら、近畿大学１００周年記念委員会内の１００周年編

纂小委員会に委員として参加している。そのため、２０２５年（令和７年）の近畿大学創立１００周

年が近づいてくるなかで、近畿大学の校史に関係史資料の整理・保存や校史編纂への活用につ

いて少しずつ取り組みたいと考えている。そこで、教職教育部３０周年に際して何か教職教育部

の歴史に関わる試みをしたいと思い、略年表を作成することにした。

新聞形式で広報・出版課から刊行されていた『近畿大学学報』第３２３号（１９８９年４月２５日）

には、教職教育部設立について、次のように報じている。

「教職教育部を新設」

近畿大学教養部教職課程は平成元年四月一日から、教養部から分離して教職教育部と

なった。

教職課程は、昭和三十六年に教養部が設置された際に、便宜的に教養部に組み入れて現

在に至っていた。今回の施行は本来、教職課程は一般教育ではなく専門教育であり、今日

問題になっている教職教育の充実、強化を図っていく上で、教養部と分離するのが望まし

いという理由のため。

教職教育部は、専任の教授、助教授、講師、助手及び兼任講師の教員をもって構成し、

教職課程教育の授業及び授業実習を担当するほか、各種研究会等を開催することになって

いる。

このように教職課程の教育・研究の充実を期待されてスタートした教職教育部において、そ

の後、どのような学内外の状況のなかで、どのような努力がなされたのだろうか。設立３０周年
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をひとつの契機として教職教育部の取り組みについて振り返り、今後を展望するヒントを見つ

けていく上で、具体的な事実を整理しておくことは有効なことであろうと思う。毎年、授業や

研究活動と並行して教職教育部としての諸行事（４月の履修ガイダンスなど一連のガイダンス、

教育実習、スクールインターンシップ･ボランティア、年間を通じた介護等体験・教員採用試験

対策支援、８
　

 月の教員免許更新講習、１１月頃の同窓教員懇親会など）をあわただしく実施して

いるなかではあまり意識していないが、教職教育部３０年間の具体的な事実を集めてながめると、

色々な変化や以前から直面していた課題などが見えやすくなるのではないかと考える。

昨年、日本教師教育学会年報第２７号（２０１８年９月、日本教師教育学会発行）で、「教育学部

の３０年」という特集が組まれ、各地の国立の教育大学・教員養成学部が国の教育政策、各自治

体の教員採用数の増減などに対応しながら苦心しながら改革に取り組んできた様子が９本の論

文で詳述されているが、私立大学の教職課程の歩みを記録した論考はあまり見かけない。とく

に本学のような教員養成学部・学科をもたない総合大学の教職課程の記録は珍しいのではない

かと思われる。今回の略年表が今後の本格的な教職教育部史の編纂に少しでも貢献できればと

考えている。

今回の略年表は、以下のような作業手順で作成した。

①　大学が作成した記念誌や年表の参照

主に『近畿大学創立７０年の歩み』（１９９５年、近畿大学発行）、「近畿大学沿革」（近畿

大学の教職員用学内 LAN に保存）より。近畿大学全体に関する事項は、１
　

 字分下げ

て記載した。

②　教職課程に関連する法令や答申の確認

主に文部科学省 Web サイト内の「政策・審議会」情報より。

http://www.mext.go.jp/b_＊学報１menu/b００４.htm

法令や文部科学省関係答申など、全国的な事項は２字分下げて記載した。

③　教職教育部長と専任教員の着任・退任情報の確認

主に『近畿大学学内報』『近畿大学学報』（１９６５年９月１日発行の第１号から第２３１

号まで『近畿大学学内報』、１９９０年９月２０日発行の第２３２号から『近畿大学学報』）よ

り。なお、専任教員の着任・退任を記載する作業については、元教職教育部教授の故 

鈴木一久氏の作成による「近畿大学教職教育部在職期間一覧」（２０１５年２月２６日、教
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職教育部所蔵）を参照した。

④　教職教育部設立の前史に関する項目選定。

主に教職教育部「近畿大学教職教育のあゆみ」『教育論叢』創刊号（１９９０年１０月３１

日、近畿大学教職教育部）を参考にした。また、『近畿大学教育論叢』本号の鈴木健

一氏の原稿と堀緑教授の原稿も参照した。

⑤　全体会議など教職教育部の会議録からの項目選定

教職教育部の会議（部内会議、全体会議、教授会など）の記録類を参照し、重要だ

と思われる項目を選定した。ただし、詳しい会議録が残されていない時期もあった。

教授会記録を参照できていない時期もある。

⑥　近畿大学教育論叢

本誌『近畿大学教育論叢』（第１７巻第１号までは『教育論叢』）の記事で、教職教育

部の沿革に関係が深いと思われる事項を選定した。

⑦　その他の資料からの項目選定

その他、教職教育部に関わりのある資料（阪神教協、全私教協関係資料を含む）か

らも項目を選定した。

⑦　教職教育部に関わりの深い項目について典拠の記載

以下の典拠一覧のように、教職教育部に直接関係すると思われる項目は、典拠を略

称で示した（典拠の詳細は以下の通り）

今回の略年表では実現できなかった課題は多い。残された課題として、例えば以下のような

ものが挙げられる。事務組織･事務担当職員の変遷を確認することができなかったこと、部長補

佐の変遷を確認して記載できなかったこと（作業時間不足のため）、教職教育部開設以前の教

職課程教員の変遷をたどることができなかったこと、毎年おこなっている行事の記載（記録と

しては、毎年記載しておいたほうが史料的価値から見て望ましい）、履修者数・免許取得者数

などのデータの記載（今回はごく一部の記載に留まった。年表とは別に履修者数・免許取得者

数データなどを全て集めてまとめておくことも今後の課題）。

教職教育部会議録の閲覧で堀緑教授と学務部に、『近畿大学学内報』の閲覧で建学史料室に

多大の協力をいただいた。感謝申し上げる。
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〈教職教育部３０年史略年表典拠一覧〉

近畿大学に関する史料

＊学報１：『近畿大学学内報』。第１号は１９６５年９月１日発行、第２３２号（１９９０年９月２０

日発行）からの名称は『近畿大学学報』。主に人事発令や学内規則などを掲

載。

＊学報２：『近畿大学学報』（第１号は１９６０年１０月１日発行、第３３４号（１９９０年８月１日

発行）からの名称は『近畿大学新聞』。主に学内ニュースを掲載。

＊７０年あゆみ：『近畿大学創立７０年のあゆみ』１９９５年、近畿大学。

＊大学沿革：近畿大学が例規集（教職員用学内 LAN 内に保存）の附録として掲載して

いる「学校法人近畿大学沿革」。

＊教育研究紀要：『教育研究紀要』近畿大学教育研究所（第１号は１９７５年６月１５日。最

終の第１８号は１０月３１日発行。第９号では表紙と体裁を変更するとともに、よ

り幅広い範囲の教育に関する研究論文や実践報告などを発表する場とする編

集方針を明らかにしている。

教職教育部に関する史料

＊教育論叢：『近畿大学教育論叢』近畿大学教職教育部発行。第１号は『教育論叢』の

誌名で１９９０年１０月３１日に発行。１７巻第２号（２００６年３月２０日発行）からは

『近畿大学教育論叢』。第１１巻第２号（２０００年１月２５日）から第１３巻第２号

（２００２年３月１日）には、「教職教育部彙報」が掲載され、介護等体験の実施、

教員免許法改正にともなう教育課程の検討、免許取得者数、事務組織の改変、

教員採用試験対策の実施、昼夜開講制など、教職教育部の活動について誌面

で報告されている。このような誌上での教職教育部の活動報告は、毎年の行

事報告も含めながら、再び実施してもよいかもしれない。

＊教職教育あゆみ：　 教職教育部「近畿大学教職教育のあゆみ」『教育論叢』第１号、

１９９０年１０月３１日、近畿大学教職教育部、３
　

 頁�８頁。

＊阪神教協：『阪神教協レポート』阪神地区私立大学教職課程研究連絡協議会発行。

＊全私教協十年：『私立大学の教師教育改革　十年のあゆみ　本編』１９９４年、全国私立

大学教職課程研究連絡協議会。

＊全体会議等１：　 全体会議等資料（学務部所蔵）。
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＊全体会議等２：　 全体会議等資料（堀教授所蔵）。

＊全体会議等３：　 全体会議等資料（冨岡所蔵）。

＊モデル事業：　『平成１９年度文部科学省「教員養成改革モデル事業」近畿大学最終報

告書　教員養成学部を有しない総合大学における教員養成カリキュラムの改

善モデル構築』（２００９年３月発行）。
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教職教育部３０年史略年表

　３月３１日、教育基本法・学校教育法制定。１９４７年（昭和２２）

　７月、大学基準協会創立。「大学基準」を採択。

＊６５年あゆみ２月２１日、新学制により、大阪理工科大学、大阪専門学校を合
併し、近畿大学設置認可。世耕弘一、近畿大学総長に就任。理
工学部設置認可。

１９４９年（昭和２４）

＊６５年あゆみ３月２５日、商学部１部・２部設置認可。

５月３１日、教育職員免許法公布。

＊６５年あゆみ３月１日、法学部１部・２部設置認可。１９５０年（昭和２５）

３月１４日、短期大学部２部設置認可。

＊６５年あゆみ２月２１日、学校法人近畿大学が認可（それまでは財団法人）。１９５１年（昭和２６）

＊大学沿革３月３１日、大阪専門学校閉校。

＊６５年あゆみ１月３１日、商経学部１部・２部、設置認可。１９５３年（昭和２８）

　教育職員免許法改正により、課程認定制度導入。

＊６５年あゆみ教育研究所を設置。所長に楢崎浅太郎が就任。

＊６５年あゆみ２月１２日、薬学部設置認可。１９５４年（昭和２９）

＊６５年あゆみ　１月１０日、農学部設置認可。１９５８年（昭和３３）

＊教職教育あゆみ４月、教職関係教員が各学部より独立し、「教職関係教員室」
を開設。所属専任教員は、教授・楢崎浅太郎（教育心理学担
当）、教授・芦田正喜（教育心理学担当）、教授・山本真市（教
育心理学担当）、教授・大久保勇市（教育心理学担当）、教授・
岸興祥（教育哲学担当）、講師・山田久喜（教育心理学担当）
の６名。

＊６５年あゆみ　４月１日、教養部設置。１９６１年（昭和３６）

＊教職教育あゆみ教職関係教室が教養部に統合。１９６３年（昭和３８）

＊６５年あゆみ　５月２６日、世耕政隆が総長に就任。１９６５年（昭和４０）

＊学報１　８月２６日、学園の運営の方針を制定（学長の設置など）

＊学報１９月１日、『近畿大学学内報』第１号（編集発行：総務部総
務課）刊行。

＊学報１　１０月１８日、学則一部改正（教授会について）

＊学報１１０月１８日、教授会運営に関する細則、大学協議会規程、学部
長会議規程、事務部長会議規程を制定。

＊学報１　２月１５日、近畿大学学長に景山哲夫と安部卓爾が就任。１９６６年（昭和４１）

＊学報１４月１日、教職課程運営委員会規程を制定。同日施行。１９６９年（昭和４４）

＊学報１　１１月５日、近畿大学創立四十五周年記念式典を開催。１９７０年（昭和４５）

＊学報１　１１月１４日、中央図書館開館式

＊教育研究紀要　６月１５日、『教育研究紀要』（教育研究所）第１号刊行。１９７５年（昭和５０）
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＊阪神教協２月１３日、「阪神地区私立大学教職課程研究連絡協議会」（略称、
阪神教協）結成のための懇談会を関西学院大学・甲南大学・近
畿大学・関西大学の教職課程主任または教職課程委員長の呼び
かけで開催。同日、結成のための準備委員会を結成。

１９７９年（昭和５４）

＊阪神教協７月１１日、阪神地区私立大学教職課程研究連絡協議会設立総会。
議長団に近畿大学（扇田博元）が参加。

＊全史教協十年５月１７日、全国私立大学教職課程研究連絡協議会（略称：全私
教協）設立。

１９８０年（昭和５５）

＊大学沿革　４月１日、近畿大学学長に佐藤庄太郎が就任。１９８１年（昭和５６）

＊大学沿革１月９日、総長世耕政隆、自治大臣兼国家公安委員長退任に
伴い岩城由一が理事長代行兼総長代行に就任。

１９８２年（昭和５７）

＊大学沿革　１２月２４日、世耕政隆、総長・理事長に再度就任。

＊全体会議等１　１２月、近畿大学人権宣言を公表。１９８３年（昭和５８）

＊教育研究紀要３月２０日、『教育研究紀要』第９号刊行。第９号より装丁変
更とともに紀要の性格を変更。従来は幼児教育分野の研究論
文が主であったが、第９号からは、広範囲の教育研究や実践
報告などを発表する場として位置づけた。

１９８６年（昭和６１）

＊全体会議等１　１０月、近畿大学人権教育基本方針を決定。１９８７年（昭和６２）

＊６５年あゆみ１２月２２日、文芸学部設置認可。１９８８年（昭和６３）

１２月２８日、教育職員免許法改正。専修免許状（大学院修了程
度が基礎資格）の新設。教職科目に「教職科目として、「教
育の方法・技術」、「生徒指導」、「特別活動」などの科目が追
加。１９８９年度より施行。

＊学報１１９８８年度教職免許取得者数は、中学社会６０名、中学英語３名、
中学数学２３名、中学理科９７名、中学技術３０名、高校社会６２名、
高校英語３名、高校商業１９名、高校理科１０８名、高校数学２３名、
高校工業４６名、高校農業１２名、高校水産３名。

＊学報１４月１日、近畿大学教職教育部規程制定、同日施行。教養部の
一部であった教職課程が、教職教育部として分離独立。

１９８９年（平成元）

＊学報１４月１日、教職教育部長に曽我部亮雄が就任（１９９１年度まで）。

＊学報１　４月１日、教育研究所長に山田久喜が就任。

＊学報２４月２５日、『近畿大学学報』第３２３号に「教職教育部を新設」の
記事掲載。

＊全体会議等１１９８９年度教育実習参加者数は、附属学校３７名、大阪府（中学）
４２名、大阪府（高校）５５名、近畿（中学）４１名、近畿（高校）
４１名、近畿以外（中学）１６名、近畿以外（高校）３０名、養護学
校２名の計２６４名。

＊全体会議等１７月、教員採用試験夏期講習会（全９コマ）を実施。

１１月１９日、関西教育学会第４１回大会を近畿大学で開催。
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＊教育論叢３月２０日、『教育論叢』（奥付は『近畿大学教育論叢』）創刊号
刊行。巻末に教職教育部専任教員一覧。部長・教授 曽我部亮雄

（教育学系列）、教授 山田久喜（心理学系列）・扇田常博（教育
学系列）・奥野郷太郎（教育学系列）・山名修吉（教科教育法系
列）・山本績（教科教育法系列）・鈴木健一（教科教育法系列）・
宮村学（教科教育法系列）・野村知男（教育学系列）・小林進

（心理学系列）、助教授 河合忠仁（教科教育法系列）・山口充
（教育学系列）・長坂政信（教科教育法系列）・末田啓二（心理
学系列）。

１９９０年（平成２）

＊６５年あゆみ　６月８日、近畿大学創立６５周年記念式典。

＊教育研究所　１０月３１日、『教育研究紀要』第１８号で終刊。

＊学報１　この年、創立６５周年を記念して近畿大学学園章を制定。

＊学報１この頃、教職教育部、教育研究所などが大学本館へ移転。

＊学報１２月２７日、高校地理歴史科・公民科免許について課程認定。１９９１年（平成３）

＊６５年あゆみ　３月３１日、教育研究所閉所。

＊学報１４月１日、杉元賢治、教職教育部専任教員として着任（学園内
移籍）、２００６年度まで。

＊学報１４月１日、加藤豊比古、教職教育部専任教員として着任（学園
内移籍）、２００９年度まで。

＊学報１４月１日、江間史明、教職教育部専任教員として着任（１９９５年
度まで）。

＊学報１４月１日、教職教育部長に奥野郷太郎が就任（２００２年度まで）。１９９２年（平成４）

＊学報１４月１日、犬田修正、教職教育部専任教員として着任（２００１年
度まで）

１９９３年（平成５）

＊学報１　４月１日、近畿大学学長に野田起一郎が就任。１９９４年（平成６）

＊学報１４月１日、岡本哲雄、教職教育部専任教員として着任（２０１２年
度まで）。

＊全体会議等１４月１３日、教職教育部内に教員採用試験対策のプロジェクト
チームとして「教員採用試験対策委員会」を設置。

　１月１７日、阪神・淡路大震災発生。１９９５年（平成７）

＊学報１４月１日、堀緑、教職教育部専任教員として着任、現在に至る。

＊学報１　１０月、近畿大学創立７０周年記念講演会。

＊学報１４月１日、戸井田克己、教職教育部専任教員として着任（２０１０
年度から２０１５年度は総合社会学部所属。２０１６年４月１日、再び
教職教育部）、現在に至る。

１９９６年（平成８）

＊学報１４月１日、山口和宏、教職教育部専任教員として着任（２００８年
度まで）。

１９９７年（平成９）

＊学報１４月１日、杉浦健、教職教育部専任教員として着任、現在に至
る。

６月１８日、介護等体験特例法公布。１９９９年４月１日施行（１９９８
年度入学生から適用）。
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７月、文部省教育職員養成審議会、第１次答申「新たな時代
に向けた教員養成の改善方策について」を公表（「教員に求
められる資質能力と教職課程の役割」「教員養成カリキュラ
ムの改善」などを提言）。

　１１月、ユネスコ「高等教育教員の地位に関する勧告」を採択。

＊学報１４月１日、冨田克敏、教職教育部専任教員として着任（２００４年
度まで）。

１９９８年（平成１０）

＊教育論叢６月１０日、教育職員免許法改正。「教職に関する科目」の増
加（中学校一種免許状の場合、１９単位から３１単位に増加し、

「教科又は教職に関する科目」８単位を新設）

９月２６日、理事長に世耕弘昭が就任。

１０月２６日、大学審議会、答申「２１世紀の大学像と今後の改革
方策について　―競争的環境の中で個性が輝く大学― 」を公
表。

１０月２９日、文部省教育職員養成審議会、第２次答申「修士課
程を積極的に活用した教員養成の在り方について　―現職教
員の再教育の推進―」を公表。

＊学報１４月１日、藤田清正、教職教育部専任教員として着任（学園内
移籍）、２００６年度まで。

１９９９年（平成１１）

＊教育論叢９月１日、『教育論叢　１０周年記念号』を刊行。

＊教育論叢平成１１年度教員免許取得者、法学部３４名、商経学部４５名、文芸
学部７７名、理工学部６２名、薬学部３名、農学部５６名の計２７７名。

１９９９年１２月１０日　文部省教育職員養成審議会、第３次答申
「養成と採用・研修との連携の円滑化について」を公表。

　情報処理教育棟〈KUDOS〉竣工。２０００年（平成１２）

　全学共通教育機構設置。

＊教育論叢５月、『教職教育部相互評価報告書』（約５０頁）を作成

＊教育論叢１０月５日、教員採用試験対策復活の取り組みとして、模擬考査
を実施。９０名の申し込み。

＊教育論叢３年生（１９９８年度入学）を対象に介護等体験を本格的に開始。
社会福祉施設で５日間、養護学校で２日間。１６１名参加（３年
生の教職課程全体に占める参加学生の割合は６３％）。

＊教育論叢３月５日から４日間、毎日３コマずつの「教員採用試験対策講
座」を実施。９名の専任教員が指導にあたり、のべ１０１名の学
生が参加。

２００１年（平成１３）

＊教育論叢４月、平成１３年度入学生より昼夜開講制を導入（従来は一部・
二部制度）。教職課程も導入。

＊教育論叢４月、教員採用試験対策に組織的に取り組むため、常設の「進
路相談委員会」を設置。

＊学報１４月１日、冨岡勝、教職教育部専任教員として着任、現在に至
る。

＊教育論叢５月から７月上旬にかけて、「教員採用試験『小論文』対策Ｅ
メール講座」を実施。
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＊全体会議等３７月、教職教育部名で大学に「近畿大学教職課程改善のための
ご提案」を提出（「教職課程に対する学内の意識改革」「時間割
とカリキュラム編成上の問題」「『教育実習』『介護等体験』運
用上の問題」「事務システム上の問題」などを提言）

１１月、教員養成系大学・学部の在り方に関する懇談会報告書 
「今後の国立の教員養成系大学・学部の在り方について」公
表。国立の教員養成学部の再編・統合や、モデル的な教員養
成カリキュラムの作成などを提言。

＊全体会議等３３月３０日、教職教育部編『教員採用試験のための小論文　―合
格へのＥメール講座』（大阪教育図書）刊行。翌月、各教育委
員会、各都道府県の私学協会等、学内外へ３００部配布。

２００２年（平成１４）

＊学報１４月１日、辰己勝、教職教育部専任教員として着任（２０１７年度
まで）。

＊全体会議等３４月、教職教育部の公式 Web サイトを開設。

＊全体会議等３９月、教職教育部の各研究室用にパーソナルコンピュータ一斉
導入。

＊全体会議等３１１月、第１回「教職教育部教員談話会」開催（専任教員相互に
自らの研究を紹介し合う談話会。年１～２回のペースで数年間
実施）。

＊全体会議等３３月末、教職教育部研究室・事務室が本館６階から１１号館５階
へ移転。

２００３年（平成１５）

　４月、商経学部を母体に経済学部と経営学部設置。

＊全体会議等３４月、理工学部で「第１回教員採用試験受験対策講座」（４
日間）を実施（後に全学規模での実施に移行）。

＊学報１４月１日、教職教育部長に上野秀夫が就任（２００５年度まで）。

＊学報１４月、堀切勝之、教職教育部専任教員として着任（学園内移
籍）、２０１１年度まで。

＊モデル事業６月、「近畿大学と大阪府教育委員会との連携協力に関する協
定書」締結。以後、東大阪市教育委員会（２００５年５月）、大阪
市教育委員会（２００５年７月）、寝屋川市教育委員会（２００６年５
月）、京都府教育委員会（２００６年６月）、京都市教育委員会（２００６
年６月）、奈良県教育委員会（２００６年７月）、八尾市教育委員会

（２００６年８月）、奈良市教育委員会（２００６年９月）と同様の協定
を締結。

７月１６日、国立大学法人化法が公布（１０月１日施行）。国立
大学法人設立の期日は翌年４月１日。

＊学報２９月１日刊行の『近畿大学新聞』４４３号に、「大阪府教育委員会
と連携　出張講義や教職員の相互交流など」の記事掲載。

１２月１７日、教職課程運営委員会を開催。

この年、教員採用情報メーリングリストを開設。

＊全体会議等３２００３年度より大阪府「まなびんぐ」サポート推進事業開始
（翌年度より近畿大学も参加）。

　４月１日、近畿大学学長に畑博行が就任。２００４年（平成１６）
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＊学報１４月、角森雍次郎、教職教育部専任教員として着任（２０１１年度
まで）。

＊学報１４月、石川俊一、教職教育部専任教員として着任（２００８年度ま
で）。

＊学報１４月、小口功、教職教育部専任教員として着任（学園内移籍）、
現在に至る。

＊全体会議等３４月、経営学部の基礎ゼミ（初年次教育）の一部を教職教育部
専任教員が担当（２００４年度より数年間）。

＊学報１４月１日、高大連携室の業務に、従来の高校生対象講義・公
開講座などに加えて、教育委員会との連携協力、教員採用試
験に関する情報収集と受験対策支援などの業務を追加。

＊モデル事業５月、大阪府教育委員会「まなびんぐ」サポート事業の学内
説明会を実施。この年度より「スクールインターンシップ」

「スクールボランティア」活動が開始される（以後数年間、
高大連携室が運営し、教職教育部が協力）。

＊全体会議等３６月２５日、同窓教員との全学規模の親睦会として「本学出身
者公立高校教員との親睦会」を高大連携室の運営（教職教育
部が協力）で開催（２００８年度からは教職教育部が運営を担当
して「同窓教員の会」「同窓教員懇親会」などの名称で開催）。

＊全体会議等３７月、面接対策講座を全学的行事として実施（以後数年間は
高大連携室が運営し、教職教育部が協力という形式）。

＊学報２１２月１日、『近畿大学新聞』第４５２号に「『近畿大学同窓教員
親睦会』開く　高大連携室呼びかけ　出身教員集う」の記事
掲載。

＊全体会議等３２００４年度より、Web による成績入力を開始。

＊全体会議等３２００４年度より、学務部の課外講座「教員採用試験対策講座」（東
京アカデミー）開始。

１月２８日、中央教育審議会、答申「我が国の高等教育の将来
像」を公表。

２００５年（平成１７）

＊モデル事業３月ごろの「教員採用試験春季集中講座」での呼びかけをきっ
かけに、学生の自主学習グループ「教職ナビ」結成。教職教育
部教員が支援・指導。

＊学報１４月１日、水野智美、教職教育部専任教員として着任（２００９年
度まで）。

＊学報１４月１日、鈴木一久、教職教育部専任教員として着任（２０１４年
度まで）。

＊全体会議等３１０月、「教職課程を語る会」を開催（教職課程の改善に関する
教職教育部内の意見交換会として開催。翌月第２回開催）

＊全体会議等３２００５年より、聖徳大学通信教育部との連携で、小学校教諭一種
免許プログラム開始（２００５年度は２１名参加）。

　２月、近畿大学「２１世紀教育改革委員会」発足。２００６年（平成１８）

＊学報１４月１日、教職教育部長に増田大三が就任（２０１２年度まで）。

＊学報１６月１日、首藤保、教職教育部専任教員として着任（２０１１年度
まで）。
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　英語村 Em３［e-cube］開村。

＊モデル事業５月、「近畿大学における教員養成の理念と目的」を制定。

＊モデル事業７月１１日、中教審、答申「今後の教員養成・免許制度の在り
方について」を発表。教職課程の質的水準の向上、「教職大
学院」制度の創設、教員免許更新制の導入などを提言。

＊全体会議等３１０月１４日、本学東大阪キャンパスにおいて全国私立大学教職課
程研究会主催２０１６年度「教職課程に関する研究交流集会」を開
催。テーマは「開かれた学校における教員養成　―学校でのボ
ランティア活動、インターンシップが教員養成にはたす役割―」。

＊モデル事業１０月、教職課程運営委員会の実働組織として、教員養成カリ
キュラム委員会を設置。「教育実践演習部会」「教育実習部会」

「教職指導部会」の三部会から構成。

＊モデル事業このころより、面接試験対策講座、採用試験（一般・教職教養）
対策講座、直前宿泊学習講座、小学校教員資格認定試験対策、
スタート講座、春期集中講座など、年間にわたる採用試験対策
が本格化。

＊全体会議等３２００６年度に教職教育部内にカリキュラム検討委員会がつくられ、
教務委員会と連名で、教職課程運営委員会への提案資料を作成。

＊モデル事業１月、近畿大学の教職課程について文部科学省が実地視察。２００７年（平成１９）

＊学報１４月、水谷尚人、教職教育部専任教員として着任（２０１０年度ま
で）。

＊モデル事業３月、近畿大学２１世紀教育改革委員会が「２１世紀第一次教育改
革実施大綱」を策定。教員志望学生への支援対策が重点項目の
一つとして位置付けられる。

＊モデル事業５月、文部科学省初等中等局が平成１９年度に募集した「教員養
成改革モデル事業」に、近畿大学が「教員養成学部を有しない
総合大学における教員養成カリキュラムの改善モデル構築」で
採択（教員養成学部を許ない大学としては唯一の実施団体）。

６月２７日、教育職員免許法及び教育公務員特例法の一部を改
正する法律が公布。１０年ごとの教員免許更新制について定め
る。

＊全体会議等３９月２５日、近畿大学２１世紀教育改革委員会、「中間報告に基づ
く教育改革の展望と課題」を発表。改革の主要目標と具体策を
提示。

＊全体会議等３４月、平成１９年度入学生より、「教職に関する科目」のカリキュ
ラムを一部変更（「教師論」を「教職入門」に、教科教育法Ⅲ
Ａ・ⅢＢ新設など）

＊全体会議等３このころより毎年、受験生向けパンフレット「近畿大学が総力
をあげて先生を養成します」を作成。

＊全体会議等２１月１７日、「公立学校教員採用試験『大学推薦による特別選考』
等の取扱」を決定。

２００８年（平成２０）

＊モデル事業２月８日、近隣の教育委員会・学校を招いて「教員養成モデル
事業」の取り組みに関する協議会を開催。

＊全体会議等３２月、近畿大学２１世紀教育改革委員会、「２１世紀を生き抜く
近畿大学教育改革ビジョンプロジェクト２００８」を発表。
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３月２８日、小学校・中学校の学習指導要領改訂。翌年３月９
日、高等学校学習指導要領改訂。

モデル事業３月、『平成１９年度文部科学省「教員養成改革モデル事業」近
畿大学最終報告書　教員養成学部を有しない総合大学における
教員養成カリキュラムの改善モデル構築』を発行。

＊モデル事業　４月、近畿大学教育改革推進センター設置。

＊全体会議等２４月より、高大連携室が運営していた業務の一部（教員採用試
験対策、卒業生教員との懇談会、スクールインターンシップ・
ボランティア、スクールインターンシップ等事後報告会など）
を教職教育部が運営。

＊全体会議等２１１月２９日、「近畿大学同窓教員の会」を教職教育部の運営で開
催。

＊全体会議等２１２月１８日、「スクールインターンシップ等事後報告会」を教職
教育部運営で開催。

１２月２４日、中央審議会、答申「学士課程教育の構築に向けて」
（単位制度の実質化、学習時間の確保、キャップ制導入など
を提言）を発表。

＊全体会議等３文部科学省からの事務連絡により、平成２０年度教育実習予定者
全員に、麻疹（はしか）免疫確認が義務付けられる（以後、平
成３１年度現在まで継続）。

＊学報１４月１日、前川新三郎、教職教育部専任教員として着任（２０１３
年度まで）。

２００９年（平成２１）

＊学報１４月１日、中田睦美、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊学報１９月１日、向後礼子、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊全体会議等２８月、近畿大学における初の教員免許更新講習を開催。

＊全体会議等２２００９年度入学生から「教職に関する科目」 に履修順序と履修条
件を実施（「教職入門」「ケアリング論」などを関門科目とする
など）。

＊全体会議等２２００９年度より、「教職入門」のなかで「教職課程基礎知識確認
試験」を導入。

＊全体会議等２２００９年度より、近大姫路大学（のちに姫路大学に改称）との連
携による小学校教員取得プログラムを開始。

　４月１日、総合社会学部設置２０１０年（平成２２）

＊全体会議等２　４月、農学部食品栄養学科で栄養教諭免許取得課程開設。

＊全体会議等２２０１０年度入学生より教職課程の新課程（「教職実践演習」新設
など）適用。

　３月１１日、東日本大震災発生。２０１１（平成２３）

　４月１日、建築学部設置

＊学報１４月１日、田中保和、教職教育部専任教員として着任（２０１６年
度まで）。
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＊学報１４月１日、上林正博、教職教育部専任教員として着任（２０１６年
度まで）。

＊全体会議等２８月、近畿大学において教員免許更新講習を開催。前年度は開
催しなかったが、以後毎年開催。

　１０月１日、理事長に世耕弘成が就任。

　４月１日、近畿大学学長に塩�均が就任。２０１２年（平成２４）

＊学報１４月１日、二澤善紀、教職教育部専任教員として着任（２０１４年
度まで）。

＊学報１４月１日、細尾萌子、教職教育部専任教員として着任（２０１６年
度まで）。

＊学報１４月１日、下村隆之、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊学報１４月１日、山本智子、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊学報１４月１日、玉井裕和、教職教育部専任教員として着任（学園内
移籍）、現在に至る。

１２月２６日 理事長世耕弘成、内閣官房副長官就任に伴い、理事
長退任。

＊全体会議等２２０１２年度に「教職教育部定期試験等における不正行為の取り扱
いに関する規程」を作成し、同年度より実施。

　２月１日 理事長に清水由洋就任。２０１３年（平成２５）

＊学報１４月１日、教職教育部長に田中保和が就任（２０１６年度まで）。

＊学報１４月１日、光田尚美、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊全体会議等２２０１３年度より、４年生後期必修科目「教職実践演習」を実施。

＊学報１４月１日、中西修一、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

2014年（平成26）

＊全体会議等２１２月１７日、連合教職大学院（大阪教育大学・関西大学・近畿大
学の連合）、文部科学省より認可。

＊全体会議等３３月１７日、学則変更。教授会を、審議・決定機関から「審議
し学長等の求めに応じ、意見を述べることができる」機関へ
変更（学校教育法及び国立大学法人法の一部改正に伴う変
更）。

２０１５年（平成２７）

＊全体会議等３４月１日、教職教育部規程改正（教授会の役割を審議・決定機
関から「審議し学長の求めに応じ、意見を述べる」機関へ変
更）。

＊学報１４月１日、吉川武憲、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊学報１４月１日、杉山友重、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊学報１４月１日、西仲則博、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。
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４月１日、大阪教育大学・関西大学・近畿大学の連合による連
合教職大学院（大学院連合教職実践研究科）を開設。

＊全体会議等３この頃、１１号館の隣接区域で工事実施。

１２月２１日、中央教育審議会、答申「これからの学校教育を担
う教員の資質向上について」を発表。

　４月１日、国際学部設置。２０１６年（平成２８）

＊学報１４月１日、梅田和子、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊全体会議等３７月１日、全私教協（全国私立大学教職課程研究協議会）が一
般社団法人となる。

＊全体会議等３８月、新制度による教員免許更新講習（従来の「必修領域１２時
間、選択領域１８時間」から「必修領域６時間、選択必修領域６
時間、選択領域１８時間」へ変更）を実施。

＊学報１４月１日、教職教育部長に戸井田克己が就任、現在に至る。２０１７年（平成２９）

＊学報１４月１日、丸岡俊之、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊全体会議等３８月、教職教育部事務室と研究室の大部分、１１号館５階から旧
本館６階へ移転（さらに２０１９年夏に１８号館５階へ移転予定）。

１１月１７日、教育職員免許法を一部改正（科目区分の大括り化、
「特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対する理解」
「総合的な学習の時間の指導法」の新設など）。

１１月１７日、文部科学省・教職課程コアカリキュラムの在り方に
関する検討会、「教職課程コアカリキュラム」を作成。

＊学報１　４月１日、近畿大学学長に細井美彦が就任。２０１８年（平成３０）

＊学報１４月１日、高橋朋子、教職教育部専任教員として着任、現在に
至る。

＊全体会議等３４月、２０１９年度入学生から教職課程の新課程を実施。２０１９年（平成３１・
令和元）

５月２６日、全国私立大学教職課程研究連絡協議会（全私教協）
第３９回研究大会（第２日）を近畿大学東大阪キャンパスで開催。

（２０１９年５月、冨岡勝作成）




